
１．均等・両立推進企業表彰の概要 

均等・両立推進企業表彰は、厚生労働省が「女性労働者の能力発揮を促進するための積

極的な取組み」および「仕事と育児・介護との両立支援のための取組み」について、他の

模範となる取組みを推進している企業を表彰する制度です。 

「ファミリー・フレンドリー企業部門」は、仕事と育児・介護が両立できるさまざまな

制度を持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が選択できるような、他の模範ともいうべ

き取組みを推進し、その成果が認められる企業が表彰されます。 

２．「厚生労働大臣優良賞」受賞事由 

昨年度の同表彰「ファミリー・フレンドリー企業部門」において「東京労働局長優良賞」

を受賞後、男性の育児休職取得者の増加など両立支援制度の取得状況が着実に伸展したこ

とに加え、「保育料補助支給制度」や「未就学児を養育中の総合職の転居を伴う転勤を抑

制する取扱い」「家族介護との両立支援制度」など、従業員のニーズにあわせた新たな取

組みを導入したことが高く評価されたものと考えています。 

また、各所属におけるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組状況を得点化し、

所属長の評価に反映する「ワーク・ライフ・バランスプログラム」の導入など、従業員が

各種制度を利用しやすい職場環境づくりを推進したことについて、一定の評価を得られた

ものと認識しています。 
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平成２５年度 均等・両立推進企業表彰 

「ファミリー・フレンドリー企業部門」で「厚生労働大臣優良賞」を受賞！

～仕事と育児・介護との両立支援のための取組みを厚生労働省が評価～ 

明治安田生命保険相互会社（執行役社長 根岸 秋男）は、厚生労働省が主催する平成 

２５年度「均等・両立推進企業表彰」において、「ファミリー・フレンドリー企業部門」

で「厚生労働大臣優良賞」を受賞しました。 

 当社は、２０１１年４月から３ヵ年の取組みを定めた「明治安田新発展プログラム」（「中

期経営計画」+「ＭＯＴプロジェクト [第Ⅲ期] 」)において、ダイバーシティ・マネジメ

ントの推進を重点実施事項に定め、育児・介護への支援等就労環境のいっそうの整備等に

よるワーク・ライフ・バランスの推進、および女性の活躍領域拡大等によるポジティブ・

アクションへの取組みを強化してまいりました。昨年度の同表彰においても、「均等推進

企業部門」および「ファミリー・フレンドリー企業部門」の両部門で「東京労働局長優良

賞」を受賞しており、今回の受賞は、当社のさらなる取組みが評価されたものと考えてい

ます。 

 当社は、引き続き、ダイバーシティ・マネジメントを推進し、女性がいっそう活躍でき

る企業をめざしてまいります。 

「仕事と生活を両立しやすい職場環境づくりに向けた当社の主な取組み」の詳細は 

別紙をご参照ください。 

 



別 紙 

仕事と生活を両立しやすい職場環境づくりに向けた当社の主な取組み 

  従業員のニーズにあわせた仕事と生活の両立や多様な働き方を支援する制度等を拡

充するとともに、各種制度を利用しやすい職場環境づくりを推進しています。 

また、ワーク・ライフ・バランスの推進やキャリアアップ支援に向けた当社の取組内

容をまとめた冊子「ダイバーシティ・ブック」を今年度から新たに作成し、全職員に配

布しました。 

１．当社の両立支援制度の概要と取得推進に向けた取組み 

 （１）男性の育児休職 

・子が満２歳になるまで取得可能。積立年休(注)の範囲内での育児休職の取得は有給

として取扱い。男性職員の取得対象者本人および所属長あてに個別に取得を勧奨 

・前年度の取得人数６人と比べ飛躍的に増加 
 （注）翌年度に繰り越されなかった年次有給休暇を積み立て、傷病による長期不就業などの場合に  

使用することができる休暇 

２０１２年度取得状況 （取得人数）     ７５人 

    ※２０１２年度に配偶者が出産し育児休職を取得した男性職員は２２人 

（２）育児のための休暇 

・子が小学校３年生までの従業員は、年次有給休暇とは別に、子の負傷や疾病時に

「子の看護のための休暇」の取得が可能。年５日（有給）、子が２人以上いる場合

はさらに年５日（無給） 

２０１２年度取得状況 （取得人数）  ５，５９４人 

・子が小学校３年生までの従業員は、年次有給休暇とは別に、子の検診、予防接種

および学校行事への参加を目的に「キッズサポート休暇」を年５日（有給）取得

可能 

２０１２年度取得状況 （取得人数）  ５，４４５人 

 （３）介護休職制度 

・要介護状態にある家族の介護のために１年間を限度に取得可能。また、傷病看護

が必要な状態にある家族の看護のために３ヵ月間を限度に取得可能 

２０１２年度取得状況 （取得人数）     ７３人 

 （４）家族の介護のための休暇 

・年次有給休暇とは別に、要介護状態にある家族の介護のための休暇を取得可能。

年５日（有給）、要介護状態にある家族が２人以上いる場合はさらに年５日（無給）

２０１２年度取得状況 （取得人数）    ５１３人 

 （５）勤務地変更取扱い（Ｉターン） 

・非転勤型職種の職員を対象に、結婚、親の介護、親・配偶者の転居等により転居

が必要となる場合に、勤務地を変更し継続勤務を可能とする取扱いについて、利

用可能回数を２回に増加 



 （６）育児休職からの復職支援 

・育児休職からの復職者に対し、子のならし保育等への対応として年次有給休暇を

５日間上乗せ付与 

・育児休職からのスムーズな復職に向けた情報を掲載した「育児休職からの復職応

援ブック」を全職員にイントラネットで提供しているほか、復職予定者およびそ

の配偶者を対象とした「復職応援セミナー」を年２回実施 

 

２．育児・介護など従業員のニーズにあわせた新たな両立支援制度の導入 

 （１）保育料補助支給制度（２０１３年度から） 

・子の満３歳到達直後の３月末まで、保育所利用に係る補助として、子１人につき

毎月１万円を支給することにより、育児休職からの復職を支援 

 （２）未就学児を養育中の総合職の転居を伴う転勤を抑制する取扱い（２０１４年４月から適用）

   ・全国転勤型である総合職を対象に、未就学児を養育中の一定期間、自己選択によ

り転居を伴う異動を抑制する取扱いを導入 

 （３）家族介護との両立支援制度（２０１４年４月から適用） 

・５０代の総合職を対象に、希望勤務地に配属したうえで、家族の介護のための短

時間勤務を適用する制度を導入 

 

３．各種制度を利用しやすい職場環境づくりに向けた取組み 

 （１）ワーク・ライフ・バランスプログラム 

・総労働時間縮減のための「１ヵ月単位の変形労働時間制」の活用や、男性の育児

休業取得等、各所属におけるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組状況

を得点化し所属長評価に反映 

 （２）従業員への啓発活動の展開 

・労使共同の取組みとして、一人ひとりが仕事を見直し短時間で生産性を向上させ

るキャンペーン（働き方刷新運動）や、ダイバーシティ・セミナーを実施 

 

以 上 


